
１．はじめに

２００２年１０月２６日で「臓器の移植に関する法

律」が施行されてからまる５年になる．この

間，２１例の法的脳死判定がおこなわれ，２０名

から臓器が提供された（８例目は医学的理由

によって臓器提供が見送られた）．提供され

た臓器により，心臓１４例，片肺１１例，肝臓１８

例（内，４例は分割移植なので提供肝臓数は

１６），膵腎同時７例，膵臓１例，腎臓３０例，

小腸１例，計８２例の脳死移植が行われた．移

植を受けられた方々のうち，肝臓移植４名，

片肺移植３名，膵腎同時１名，小腸１名，計

９名のレシピエントが亡くなっている．亡く

なられたレシピエントのうち，少なくとも肝

臓移植を受けた２名，小腸移植を受けた１名

は生体移植を受けた後の再移植患者であっ

た．

ちなみに，社団法人日本臓器移植ネット

ワーク（以下，ネットワークとする）によれ

ば，２００２年９月３０日現在で，移植登録待機患

者数は心臓６６名，肺５６名，肝臓６４名，小腸０

名，腎臓１２，８３１名，累積配布枚数は提供意思

表示カード７８，３６２，６１１枚，運転免許証シール

１，３８１，３３６枚，保険証シール１３，７２４，３９０枚で

ある．なお，２００２年７月の内閣府世論調査に

よれば，提供意思表示カード所持率は国民全

体の９％である．

ところで移植費用であるが，日本移植学会

「臓器移植ファクトブック２０００」によれば，

「国内で健康保険を使って受けた場合」の心

臓移植費用が退院までで６７０万円，移植した

１年間で１，１００万円，「国内での脳死体からの

肝臓移植費用」が８００万円，「国内での腎臓移

植」の費用が３５０～４００万円となっている１）．

他方，２００１年５月臓器移植対策室調べによ

る「臓器移植に係る経費」によれば，「術前

検査費」が心臓移植で３０～５００（平均２００）万

円，肺移植で５～７（平均６）万円，肝臓移

植で平均８万円，膵腎同時移植で１５万円，

「移植手術費」が心臓で平均２８０万円，肺で

４２～２３０（平均１４０）万円，肝臓で５４～２４０（平

均１１０）万円，膵腎同時で１７０万円，小腸移植

で１４万円，移植後投薬費を除く「移植後入院

治療費等」が心臓で６００～１，８００（平均１，０６０）

万円，肺で３１０～１，１１０（平均６３４）万円，肝

臓で２００～１，６５０（平均５２０）万円，膵腎同時

で６４０～１，５００（平均１，１６０）万円，小腸８８０万

移植費用について

倉 持 武

（２００２年１０月３１日受理．）

１



円，「移植後投薬費」が心臓で１７～２９０（平均

８７）万円，肺で４３～３００（平均１１０）万円，肝

臓で１７～９３（平均４２）万円，膵腎同時で１００

～１３０（平均１２０）万円，小腸で２６万円，「退

院後治療費等」が心臓で４００～５００万円，肺，

肝臓，膵腎同時はともに２００万円となってい

る２）．「退院後治療費等」がいつの時期まで

を見込んだものであるのか不明だが，術前検

査から退院後治療までの費用は，心臓移植で

１，３２７～３，３７０（平均２，０７７）万円，肺移植で

６００～１，８４７（平均１，０９０）万円，肝臓移植で

４７９～２，１９１（平均８８０）万円，膵腎同時移植

で１，１２５～２，０１５（平均１，６６５）万円となる３）．

これらの数字に関して，ファクトブックに

あげられている数字と臓器移植対策室があげ

ている数字の対応関係，現時点では心臓移植

手術に健康保険は適用されていないがファク

トブックはなぜ「国内で健康保険を使って受

けた場合」の費用をあげているのか，この６７０

万円は自己負担分なのか，その場合高額療養

費制度をどのように勘案しているのかなど

次々と疑問が生まれてくる．しかし，これら

はすべてレシピエントに関わる費用であるこ

とは確かである．なお，２００２年４月１５日以降

に承諾のあった提供臓器を使用する場合，移

植患者１名につき１０万円のコーディネイト経

費が徴収されることになった４）．

移植に必要な費用はレシピエントに関わる

ものだけではない．臓器移植法施行後１例目

の肝臓移植（１９９９年２月２８日）に関して，信

州大学７名，北海道大学２名からなる摘出

チームが高知へ飛び，また防災ヘリ，チャー

ター機を使っての臓器搬送に１，１４１，４０７円か

かり，４月末までの医療費が１，２７６万円（自

己負担分約２００万円）との報道があった５）．

提供３例目となった古川市立病院では，提供

の申し出から臓器摘出までに全部で４日間か

かり，４０名すべての事務職員に休日出勤を命

じ，厚生省係，県関係，コーディネーター

係，検視団係，記者会見係，等の業務分担を

行い，その間の人件費，食料費，通信費等で

６，１５４，２６８円かかり，これに対しネットワー

クから１００万円の補填がなされた６）．

臓器移植が成り立つためにはドナーが必要

である．ドナーに関わる費用としては，法的

脳死判定費用，移植適正検査費用（３回），

HLA検査・リンパ球交差試験等の組織適合

性検査費用，臓器保護技術費用，摘出手術ま

での延長入院費用，摘出手術費用等が考えら

れる．ドナーに関わるこれらの費用につい

て，提供意思表示カードそしてネットワーク

Ｑ＆Ａには，提供には「費用はかかりませ

ん」とあり，ネットワーク用語集「移植に関

わる費用（推定）」には，「臓器を提供する側

には，提供に付随する検査や手術などについ

ての費用の負担はありません」とある．しか

し他方，「臓器の移植に関する法律」附則１１

条には，「健康保険法，国民健康保険法の規

定に基づく医療の給付に継続して，第６条第

２項の脳死した者７）の身体への処置がされた

場合には，当分の間，当該処置は当該医療給

付関係各法の規定に基づく医療の給付として

されたものとみなす」とあり，費用の算定も

当該医療給付関係各法によるものとされ，こ

れらの費用はドナー側にかかってくるかのよ

うに読める８）．これらの費用は実際にはどの

ように処理されているのだろうか．

移植医療が成り立つためには，ネットワー

ク，厚生労働省の支援もまた必要である．こ

のように移植費用といってもさまざまなもの

がある．小論ではレシピエントが負担する

「移植費用」の実態（これは結局分からな

かった）ではなく，移植費用というものをど

のように捉えたらよいものか，全体としての

移植費用を考える際の枠組みといったものに

ついて考えてみたい．
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２．レシピエントに関わる費用

ここでは何時から何時までの費用をレシピ

エントに関わる移植費用と算定するべきなの

か考えてみよう．厚生労働省臓器移植対策室

のように「術前検査費」から起算すべきだろ

うか．この「術前検査費」に，移植手術直前

の検査費だけでなく，移植適応検査費，組織

適合性検査費および待機患者登録費（年間３

万円）も含まれるとするならば「術前検査

費」から起算するのが妥当であろう．しか

し，移植適応検査費，組織適合性検査費，待

機患者登録費を「術前検査費」から区別し

て，移植適応検査費から起算するとした方が

より明確になる．移植適応検査費からの起算

を提案したい．

移植費用に「退院後治療費」を含むのは当

然である．拒絶反応対策，感染症対策，副作

用対策を怠ることはできず，レシピエントは

基本的に免疫抑制剤を生涯飲み続けなければ

ならず，免疫抑制剤の適正量をつかむための

諸検査から離れられないからである９）．問題

は「退院後」を何時までとするかであるが，

日本弁護士連合会はすでに昭和４７年３月の和

田移植に関する心臓移植事件調査特別委員会

報告書において，アメリカのNational Acad-

emy of Sciences の Board of Medicine が１９６８

年に発表した心臓移植に関する綱領における

「他の科学的研究の場合と同様に，すべての

計画は細かく記録され，患者については生涯

系統的な観察がし得るように態勢を整えるべ

きである，研究成果は情報交換，分析の組織

を通じて他の研究者にも刻々と伝えられ，次

の機会に利用し得るようにしたい」１０）との指

摘をとりあげている．筆者も移植医療に対す

るテクノロジーアセスメントの観点からいっ

ても，レシピエントに関する「生涯系統的な

観察」が必要不可欠と考えるので１１），「退院

後」をレシピエント死亡時までとすべきであ

ると考える．レシピエントに関わる移植費は

移植適応検査費から起算し，レシピエント死

亡時までの諸検査費，免疫抑制剤等投薬費等

を「退院後治療費」として計算すべきである．

なお２００２年１０月現在で，脳死臓器移植手術

について，腎臓は移植術（７４，８００点），摘出

術（７０，０００点）ともに保険が適用される．国

立循環器病センターおよび大阪大学における

心臓移植は，移植術，摘出術ともに高度先進

医療が適用される．肝臓移植の場合，京都大

学，信州大学，北海道大学，東北大学，九州

大学におけるものについては，移植術，摘出

術ともに高度先進医療が適用される．他の施

設での心臓移植，肝臓移植，そしてどの施設

におけるものであっても肺移植，膵臓移植，

小腸移植については，移植術，摘出術ともに

保険も高度先進医療も適用されない．臓器搬

送費については，腎臓が療養費払い（実費）

となっている他は保険も高度先進医療の適用

もない１２）．

高度先進医療が適用される場合，高度先進

医療に関わる費用（特別料金）は患者の自己

負担となるが，混合診療とは異なって，特別

料金以外の診察，検査，投薬，入院費等の通

常の治療と共通の部分については，「特定療

養費」として保険給付の対象となる．またこ

の特定療養費部分については，患者の自己負

担分に対し高額療養費制度が適用され，上位

所得者（国民健康保険の場合は基礎控除後の

総所得金額が６７０万円を超える者，健康保険

の場合は標準報酬月額が５６万円以上の者）の

月額負担額は１２１，８００円（総医療費（１０割）

が６０９，０００円を超えた場合は超えた分の１％

加算），上位所得者以外の者は月額負担額が

６３，６００円（総医療費（１０割）が３１８，０００円を

超えた場合は超えた分の１％加算），住民税

非課税世帯の者は月額負担額が３５，４００円とな
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る．このように移植を受けた場合，レシピエ

ントの自己負担額はまさにケースバイケース

といわざるを得ない１３）．

なお，移植施設における移植手術のため

の，職員の超過勤務・当直費用の処理法は不

明である．

３．ドナーに関わる費用

先述のように，ドナーに関わる費用として

は法的脳死判定費，移植適性検査（感染症検

査，心電図検査，超音波検査，レントゲン検

査，気管支鏡検査，組織学的生検等，ただ

し，移植適否の最終的評価は開腹・開胸後）

費，HLA検査・リンパ球交差試験等組織適

合性検査費，臓器保護技術（人工呼吸器装

着，水分管理，昇圧剤，抗利尿ホルモン等）

費，臓器摘出費等があり，これらの費用につ

いて，提供意思表示カード，ネットワークＱ

＆Ａによれば，ドナーには一切負担がかから

ないことになるが，「臓器の移植に関する法

律」附則１１条はドナー負担とも読める．

移植医療に関わる専門家たちはドナーに関

わる諸経費を，①「法的脳死判定費」，②「ド

ナーの管理・処置に関わる費用」，③「臓器

提供に固有な検査，管理・処置に関わる費

用」，④「臓器摘出手術費用」そして⑤「臓

器搬送費用」に分けて考えている．

法的脳死判定費はドナー側負担である．

ドナーの管理・処置に関わる費用は，当該

患者の治療費とともに，「脳死判定後も提供

施設から診療報酬として請求される」が，そ

の自己負担分の処理については，「自己負担

分が提供者遺族の負担になるという矛盾」を

指摘する論文［Ⅰ］１４）もあれば，「自己負担分

については移植実施側が負担する」とする論

文［Ⅱ］１５）もあり，明確でない．なお，論文

Ⅰ，論文Ⅱには寺岡慧氏と野本亀久雄氏がと

もに著者として名を連ねており，発行日も

３ヶ月しか違いがない．

臓器提供に固有な検査，管理，処置に関わ

る費用および臓器摘出手術費については「規

定がなく，現状では移植実施側の負担とする

ことになっている」１６）．移植実施側が負担す

るこれらの費用は「提供施設から請求された

費用を，ネットワークの仲介のもとに移植実

施側が分担して支払う」わけだが１７），第６例

目（１９９９年６月２４日）の提供施設となった大

阪府立千里救命救急センターの場合，補液，

人工呼吸，培養検査を含む「法的脳死判定以

降手術室入室までに要した医療費」について

は「健康保険点数を適用」し，ネットワーク

に対して６８，６４１円を請求し，全額ネットワー

クから給付され，輸液剤，抗生物質，ステロ

イド剤などの「臓器摘出に必要な医療材料

費」は同センターの材料を一時供与したが，

「すべての現物が返済された」とのことであ

る１８）．ネットワークの一般会計収支計算書科

目別明細書には当該項目についての予算は計

上されていないので，当該項目については実

際に移植実施側の負担になっていると思われ

る．

ところで，論文Ⅰ，Ⅱともに「ドナーの管

理・処置に関わる費用」と「臓器提供に固有

の管理・処置に関わる費用」が区別可能との

前提に立っている．しかし，千里救命救急セ

ンターの場合，②ドナーの管理・処置に関わ

る費用と③臓器提供に固有な検査，管理・処

置に関わる費用を区別せず，これを一括して

「法的脳死判定以降手術室入室までに要した

費用」としてネットワークに請求している．

「臓器提供に固有な検査」と「管理・処置」

は区別できるであろうが，「ドナーの管理・

処置に関わる費用」と「臓器提供に固有な管

理・処置に関わる費用」を区別することは非

常に困難であろうから，千里救命救急セン

ターの請求方法が現実的であると考えられ

４



る．そもそも「ドナー管理の最終目標は，臓

器が移植に用いられるための臓器保護であ

り，そのためには，循環動態の安定，十分な

臓器血流と組織酸素化が必要」ということな

のである１９）．以下に提供第７例目におけるド

ナー管理の一端を示す．「ドナーの管理・処

置に関わる費用」と「臓器提供に固有な管

理・処置に関わる費用」が区別可能なものか

考えてもらいたい．しかもこの「管理・処

置」は臨床的脳死判定から法的脳死判定まで

に行われたものである．「本来ドナー管理

は，法的脳死が確定してから行われる管理を

示す言葉ではあるが，実際の臨床の現場で

は，むしろ，法的脳死が確定するまでの間の

管理こそ，本当の意味でのドナー管理がされ

るべきである」としてなされたのである２０）．

これの費用は誰に請求されたのだろうか．法

的脳死判定費もドナー負担である．臓器提供

のためにドナー側には費用がいっさいかから

ないという説明は正しいのか．

２０００年４月２３日患者が臨床的脳死に至

り，翌日に患者家族から臓器提供の意思表

示をいただいた．その時点では昇圧のた

め，アドレナリン，ノルアドレナリン，

ドーパミン，ドブタミンを４剤併用し，収

縮期血圧は６０mmHg台であった．

患者の臓器提供の意思をかなえるべく，

患者家族に昇圧剤の変更や輸液の増量，血

漿製剤の使用の了解を頂き，ドナーの循環

動態の改善に勤めた．まず，昇圧剤に微量

ADH（０．４IU/hr から開始）を併用し，輸

液量を増加したところ，徐々に血圧が上昇

し，結局ADHは０．９IU/hr 量を維持投与

した．循環動態の改善と心拍出量改善の結

果，尿量の増加を認め，ドーパミン，ドブ

タミン，ノルアドレナリンの減量中止，が

可能となった．また，一過性の輸液の増量

は結果的には水分バランスの改善を得るこ

とが可能となった．本症例は安定した血圧

と尿流出を得，心移植に適当なカテコール

アミン濃度に減量されて，法的脳死判定を

遂行することができた２１）．

臓器提供に固有な検査のうち，HLA検査

についてはネットワークが２００１年度に，①

HLA検査技師設置費として６７，７２０，０００円，②

HLA検査経費８２，２６３，０００円，計１４９，９８３，０００

円をHLA検査関係費として支出している２２）．

HLA検査費についてはネットワークが負担

しているようである．

摘出チーム派遣費，摘出手術費，医学的な

理由などによって提供が見送られた場合の検

査費等諸費用の処理法は不明である．臓器搬

送費については注１２参照．

４．提供施設に関わる費用

提供施設にかかる負担には指揮者，主治

医，脳死判定委員，検査技師，担当看護婦，

手術室看護婦，事務系職員等にかかるストレ

スおよび経済的負担がある２３）．経済的負担の

うち①臓器摘出に必要な医療材料費，②法的

脳死判定以降手術室入室までの医療費につい

ては，ネットワークを通しての現物返済ある

いは給付によって，提供施設の実質的負担と

はならないようである．しかし人件費，通信

費，資料代などについては提供施設に相当額

の実質的負担がかかっている．高知赤十字

病院（１例目）の場合は警備会社支払い，

職員人件費，通信費，資料代等で２，９２０，０００

円２４），古 川 市 立 病 院（３例 目）の 場 合

６，１５４，２６８円かかった．これらの二つの病院

に対してはネットワークからそれぞれ１００万

円の補填があった．千里救命救急センターの

場合（６例目），ネットワークから「社団法

人日本臓器移植ネットワーク脳死下臓器提供

５



関連費用交付金交付規定」が示され，請求

できる人件費（当直料および時間外手当）

３５２，０２１円を請求し，全額が交付された．し

かし，「関与した全スタッフの人件費を計上

したわけではなく，通常業務との判別ができ

ない人件費は請求を差し控えた．したがっ

て，交付金は各自に支給すべき時間外手当の

総額には及ばず，実質的負担として残った．

……通信費，光熱水費，食料費などの諸経費

は，通常経費との判別ができないので，実質

的負担となった」とのことである２５）．

なお，ネットワークは２００１年度に，提供病

院関連費用交付金として６，０００，０００円を予算

計上し，２，１７９，３５７円支出している２６）．

５．社団法人日本臓器移植ネットワーク

社団法人日本臓器移植ネットワークの主な

役職者は，２００２年１１月現在で，会長小紫芳夫

氏，理事長筧栄一氏，副理事長野本亀久雄

氏，専務理事林浩氏，常任理事大島伸一氏，

寺岡慧氏ら９名となっている．

ネットワーク全体の運営管理に当たる本部

を中央に置き，東日本支部（東京），中日本

支部（名古屋），西日本支部（大阪）の３支

部，北海道，東北，関東甲信越，東海北陸，

近畿，中国四国，九州，沖縄の７ブロック，

１サブブロック制をとっている．主な事業活

動は以下のものである．

１）普及啓発事業

①臓器移植普及推進国民大会共催のため

の推進月間協力（予算１，５００，０００円，決算

１，５００，０００円２７）），②ポスター作成（１，０００，０００，

８８５，２９７），③New TRANSPLANT等 PR誌

発行（１２，１５０，０００，１１，１３５，７６６），④意思表

示カー ド 作 成（１，５５０，０００，４０１，１００），⑤

リーフレット作成（５，３００，０００，５，３１０，０００），

⑥テレビ，ラジオ等による全国キャンペーン

展開のための公共広告機構製作（１７，０００，０００，

１６，９９１，４７５）等がある．科目別明細書では別

項目になっているが，事業計画書で普及啓発

活動として挙げられているものをこれに加え

れば，⑦「コーディネーターが定期的に提供

施設を訪問し，協力と支援をお願いする」提

供病院巡回活動（９，０１６，０００，７，３８４，７８７）２８），

⑧「必要に応じて，提供施設にお集まりいた

だき，連携会議等を開催し，臓器の提供意思

の実現を推進する」ための提供施設連携会議

（２，０００，０００，１，２１４，８２９）等があり，ネット

ワークは２００１年度におよそ６０，０００，０００円規模

の普及啓発事業を行ったことになる．

２）臓器あっせん事業

２００１年度には脳死下での臓器提供が５名か

らあり，２３名の患者に移植された．移植手術

の内訳は心臓３件，肺４件，肝臓５件（うち

分割２件，肝臓提供数は４），膵腎同時３

件，膵臓１件そして腎臓７件である．心停止

後を含めば，腎臓の提供は７３例，移植が１３８

件行われた．

これらの臓器をあっせんするために，ネッ

トワークは２００１年度に，①コーディネー

ター，医療専門職および関係者現地派遣費，

移植情報システム通信費，移植情報システム

開発費等の斡旋事業関係費（７８，９１６，０００，

６８，９０６，８７１，含，提供病院巡回費，臓器

搬 送 費 支 出），②人 件 費（１７７，３０３，０００，

１８７，５２３，１９９），③ブロックセンター事務管理

費（１０３，０７１，０００，１０９，８１０，０１９），①，②，

③あわせての「臓器移植あっせん事業費」に

３５９，２９０，０００円の予算を計上し，３６６，２４０，０８９

円を支出した．科目別明細書では「ネット

ワーク運営事業費」に組み込まれている「提

供 病 院 関 連 費 用 交 付 金」（６，０００，０００，

２，１７９，３５７）および「国庫補助金助成事業」

に組み込まれている「HLA検査経費」

（８２，２６３，０００，８２，２６３，０００）も本来は「臓器

あっせん事業費に組み込まれるべきであろ

６



う．

HLA検査は新規移植待機登録患者にも行

われるであろうからHLA検査費は除外し，

また，「死体腎移植特別会計収支計算書」に

は「移植費用支出」が決算額１５３，７１２，９２１円

とあるだけなので詳細はわからないのだが，

心停止下でのあっせん費用は特別会計でまか

なわれるものとして別会計あつかいし，提供

病院関連費用交付金を組み込んで概算すれ

ば，提供者１人当たりの直接的あっせん費用

が７３，６８３，８８９円，移植手術１件あたりの直接

的あっせん費用が１６，０１８，２３７円となる．

ネットワークはまた「脳死移植に対応した

体制整備」のために①コーディネーターの量

的および質的側面での向上のための事業（都

道府県コーディネーターおよび社団職員コー

ディネーター研修会，臓器移植セミナー等の

研修会，１１，７００，０００，７，３６５，１３２），②２４時間

体制で対応可能とする新検査体制の確立，

HLAクラスⅠおよびクラスⅡのDNAタイ

ピングの全面的実施等の移植検査体制の整備

などの国庫補助金助成事業（１５６，１３１，０００，

１５６，０９９，０００）を行っている．

これらの普及啓発事業，移植臓器あっせん

事業，体制整備事業を行うためには事務等の

管理が必要である．ネットワークは役員報酬

（１３，８４０，０００，１９，８３５，７２１）等の本部人件費

（５７，８８９，０００，７３，２６８，７４９）および旅費交通

費，通信費等の事務管理費（６２，７６３，０００，

５９，８５０，９６８）などの管理費として１２０，６５２，０００

円を予算計上し，１３３，１１９，７１７円を支出した．

社団法人日本臓器移植ネットワーク

は，２００１年度に一般会計として，総額で

８４１，５０６，１５２円支出した．２００１年度，ネット

ワークには，会費等５４，４９０，００２円，登録料

９３，０５７，１５０円，補助金４６４，４４１，０００円（国庫

補助金４３２，４４１，０００円，中央競馬馬主社会

福祉財団助成金３２，０００，０００円）等の当期収

入が７４７，５２５，５０８円，前期繰越収支差額が

１９６，８１５，０２６円，合計９４４，３４０，５３４円の収入が

あったのだが，国庫補助金８，８６０，０００円の返

還もあり，当期収支は９３，９８０，６４４円の赤字と

なった．先ほどよりはるかに大雑把な計算に

なるがネットワーク２００１年度支出総額は提供

者１人当たりおよそ１６８，３００，０００円，移植手

術１件当たりおよそ３６，５９０，０００円に相当す

る．

６．厚生労働省健康局疾病対策課臓器移植対

策室

移植医療は厚生労働省健康局疾病対策課臓

器移植対策室が所管する．「臓器移植の一層

の推進に向けた施策」を遂行するため臓器移

植対策室は，全国厚生関係部局長会議，厚生

科学審議会先端医療技術評価部会，厚生科学

審議会疾病対策部会臓器移植委員会，脳死下

での臓器提供事例に係る検証会議，臓器移植

に係る普及啓発に関する作業班，心臓移植に

関する作業班，肺移植に関する作業班，肝臓

移植に関する作業班，膵臓移植に関する作業

班，腎臓移植に関する作業班，小腸移植に関

する作業班，眼球・アイバンク作業班，医学

的検証作業グループ等を主管・運営し，業と

して行う臓器のあっせんの許可を所管してい

る．

これら所管事業を行うための，２００１年度臓

器移植対策関係予算（補正後）は，総額で

５８２，６００，０００円であった．内訳は臓器移植推

進対策費（９，６９６，０００円）および臓器移植調

査検討費（９，４００，０００円）からなる厚生労働

本省分が１９，０９６，０００円，ネットワークへの補

助金である臓器提供者確保事業推進費として

の臓器移植対策事業費等補助金（４３２，４４１，０００

円）および都道府県への補助金である臓器移

植推進事業費としての疾病予防対策事業費等

補助金（１３１，０６３，０００円）からなる保健衛生

７



諸費が５６３，５０４，０００円である．

わが国は２００１年度に移植医療に対する社会

的経費として，厚生労働省そしてネットワー

ク合わせておよそ９９０，０００，０００円をかけたこ

とになる．

７．ま と め

移植費用といえば，これまではレシピエン

トが移植手術のために支払わなければならな

い費用だけが考えられてきた．しかし，移植

医療を成り立たせるための費用全体を移植費

用と考えるならば，レシピエントが支払う移

植料 fees だけではなく，ドナーに関わる費

用，提供病院負担費用，臓器搬送費，ネット

ワーク運営費そして厚生労働省予算といった

いわば移植医療インフラのための費用，社会

的経費 costs のことも視野に入れて考えなけ

ればならない．

社会的経費を勘案した移植費用を考える場

合，まず検討しなければならないことは，臨

床的脳死判定から法的脳死判定終了までの処

置・管理費および法的脳死判定費を含めて摘

出手術終了までのドナーに関わる費用の負担

者を明確にすることである．これらの費用の

たとえ一部でもドナーの遺族の方に負担を求

めるのは不合理である．

HLA検査費，提供病院関連交付金，臓器

搬送費は現在ネットワークが負担しているわ

けだが，ネットワーク負担ということの妥当

性も検討する必要がある．HLA検査，臓器

摘出，臓器搬送は臓器のあっせんに必要不可

欠なものではあるが，これらの業務を円滑に

進めることとそのための費用を当のあっせん

機関が負担することとは区別されなければな

らない．ドナーに関わる費用の処理問題と合

わせて，移植手術への健康保険適用いかんで

は解決できない諸費用の処理を行うために，

ネットワークとは別の財団の設立が必要であ

る．

もちろん医療全体における移植医療の位置

づけ問題，特に救急医療とのバランスの問題

も検討されなければならないが，これは筆者

の手に余る．小論がこの問題を検討するため

の踏み台となることを願っている．

� 注 �

１）http : //www. jotnw .or . jp/studying/24.

html

２）同所

３）実際の移植費用が対策室の上げる最高額内

に収まるかは疑問である．１９９３年１０月２２日

に九州大学で肝臓移植手術をうけた患者の

場合，「術前の状態を上回ることがついに

なく，術後４，５日目から意識さえほとん

どないまま」に，手術後７３日目に死亡した

が，その間の費用は４，８５４万円であった．

朝日新聞 １９９４年１月１２日

他方，移植患者への実際の請求額が対策

室のあげる最低額を下回る場合もあるよう

だ．京都大学で脳死肝移植を受けた乾麻里

子氏に触れて後藤正治氏は次のように述べ

ている．「脳死移植にかかわる患者の負担

について触れておけば，入院費や検査費用

については生体肝移植と同じく高度先進医

療の対象となり，請求額は六十数万円で

あった．脳死移植に固有に付随するのは，

ドナーの臓器摘出から搬送にかかわる費用

で，飛行機運賃はもとよりヘリコプターが

チャーターされる場合もある．どのような

原価計算がされたかは不明であるが，手術

後一年も経て，ネットワークより乾宛に請
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